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3．足立区の待機児童の状況 

足立区の待機児童は、平成 23年の 485名をピークに減少傾向にありますが、ここ数年は横ばいの状態が続いていま

す。今年度は 0歳児の待機児童が大幅に増加した結果、全体の 9割以上が 0～2歳児となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4． 策定の基礎資料 

足立区待機児童解消アクション・プランの策定にあたっては、足立区人口推計（平成 27年 9月）や毎年 4月 1日現在の

待機児童数及び保育需要の状況などをもとに分析を行っています。 

詳細については、「足立区待機児童解消アクション・プラン」本編をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

 

足立区待機児童解消アクション･プラン 

【平成 28 年度概要版】 

足立区では、待機児童の解消と多様化する保育ニーズに的確に対応するため、待機児童解消アクション・プランを策定し、

各地域の状況等を分析したうえで、施設整備や利用者支援などの取り組みを行っています。 

今年度の改定では、既存施設の定員増を含めて平成 28～30 年度の 3 年間で 1,607 人分の定員を拡大します。特に、

平成 28～29年度は平成 30年 4月の待機児童解消にむけた重点整備期間として、前年度計画の整備定員に 449人分上乗

せしました。合わせて、保育施設の利用促進や、保育人材確保のため区独自の支援メニューを実施することで、平成 30 年度

以降も待機児童ゼロを維持していきます。 

１．待機児童ゼロに向けた取り組み 【保育施設整備】 

平成 28～30年度における整備計画の内訳は以下のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2．待機児童ゼロに向けた取り組み【施設整備以外の様々な取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足立区待機児童解消アクション・プランは区ＨＰからダウンロードできます。 

区のデータ・資料 > 区政運営 > 計画・報告 > 計画・指針 > 子育て・教育 

※スマホ・タブレットからは右の二次元バーコードからアクセス可能です。 

 

認証保育所の 

認可化支援 

多様な保育施設

の利用促進 

保育士確保 

定着対策 

（1）多様な保育施設の利用促進 

保育施設のＰＲや保育コンシェルジュの活用を積極的に進め、小規模

保育、家庭的保育を含めた多様な保育施設の利活用につなげます。ま

た、利用者が３歳から就学前まで安心して預けられる仕組みの構築を検

討していきます。 

（2）保育士確保・定着対策 

区内保育施設に就職した保育士等への経済的な支援や、保育士就職

相談会・再就職セミナーの開催による就職支援を行い、保育士の確保・

定着及び、保育の質の維持・向上を図ります。 

（3）認証保育所の認可化移行支援 

３歳児からの受け入れ定員が不足する見込みの地域において、就学前

までの持ち上がりが可能な定員を確保できることなど、一定の条件を満た

す認証保育所の認可化を支援していきます。 

平成 28 年 8 月発行 

発行元：足立区教育委員会 

子ども家庭部 待機児ゼロ対策担当課 

〒120-8510 足立区中央本町 1-17-1 

TEL03-3880-5759 FAX03-3880-5641 

保育施設等 平成28年度　整備内容
整備
定員数
（人）

平成29年度　整備内容
整備
定員数
（人）

28～29
合　計
（人）

平成30年度　整備内容
整備
定員数
（人）

合　計
（人）

4所 10所 3所

・1ブロック-千住地域 ・1ブロック-千住地域 65 ・7ブロック-佐野地域 60
　　　　　　　（日ノ出町） ・2ブロック-江北地域 60 ・上記のほか2か所 計120
・1ブロック-千住地域 ・3ブロック-興野・本木地域 60
　　　　　　　（千住宮元町） ・4ブロック-梅田地域 65
・5ブロック-中央本町地域 65 ・5ブロック-中央本町地域 60
・8ブロック-保塚・六町地域 100 ・6ブロック-綾瀬地域（北綾瀬） 65

・6ブロック－綾瀬地域（東和中川） 60
・8ブロック-保塚・六町地域 65
・11ブロック-伊興・西新井地域 65
・13ブロック-舎人・東伊興地域 65

2所 ３所

・1ブロック-千住地域 30 ・1ブロック-千住地域 30
・４ブロック-梅田地域 40 ・5ブロック-中央本町地域 30

・上記のほか1か所 30

家庭的保育※ 0 0

3施設 ３施設

・5ブロック-中央本町地域 15 ・２ブロック-新田地域 15
・６ブロック-綾瀬地域 15 ・６ブロック-綾瀬地域 15
・10ブロック-竹の塚地域 15 ・上記のほか1か所 15

(私立)認定こども園 0 0
公設民営認可外保育施設 0 0

120 112

平成28年度　合計（人） 550 平成29年度　合計（人） 877 1427 平成30年度　合計（人） 180 1607

※区認定家庭的保育を含む。平成29年度以降は給食提供の実施状況を踏まえ判断する。

小規模保育 90 90

既存保育施設の
の増改築、認可化

・認可等
・認証の認可化（３所）

・認可等
・認証の認可化（２所）

232 232

認可保育所 945 1125

認証保育所 160 160

90

60

（各年4月1日現在）

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

28年度待機児童数 84 159 45 17 1 0 306

27年度待機児童数 59 165 62 30 3 3 322

27年度と28年度との差 25増 6減 17減 13減 2減 3減 16減

（保育施設等の利用者＋待機児童数） 

対象年齢人口 
保育需要率＝ 



 

 

 

  

 

 

 

13ブロック別 地域の状況と今後の保育施設整備計画 
■解決すべき課題 

（1） 大規模開発や沿線開発などで住環境整備が進む地域を中心に、

０～１歳児の需要が前年度比 100名以上増加している。 

（2）これまでの整備方針では、慢性的に待機児童が存在する地域を

認可保育所の整備対象地域としていないなど、実情に応じた整

備が困難になっているため、対象地域を追加する必要がある。 

（3）２歳児の定員より３歳児の定員が少なく、かつ、今後３歳児の

保育需要が増加する見込みの地域（千住地域、綾瀬地域など）

において、待機児童数が増加する可能性がある。 

（4）近隣自治体でも施設整備が加速しており、保育人材の確保が一

層困難になる見込みである。 

     …認可保育所 

      （数字は整備年度） 

…沿線開発地域 

…マンション開発 

28 

     …認証保育所 

      （数字は整備年度） 

     …小規模保育 
      （数字は整備年度） 

28 

28 

29 

30 
28 

29 

29 

 【６ﾌﾞﾛｯｸ】 綾瀬地域 

H30.4 定員の過不足見込み 

0-2歳：-92 / 3-5歳：30 

 

 【１ﾌﾞﾛｯｸ】 千住地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-62 / 3-5歳：0     

 

 【２ﾌﾞﾛｯｸ】 江北・新田地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-35 / 3-5歳：33 

 【７ﾌﾞﾛｯｸ】 佐野地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-14 / 3-5歳：20 

 

 【８ﾌﾞﾛｯｸ】 保塚・六町地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-31 / 3-5歳：-12 

 

 【３ﾌﾞﾛｯｸ】 興野・本木地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-18 / 3-5歳：25 

 【４ﾌﾞﾛｯｸ】 梅田地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-5 / 3-5歳：-13 

 【５ﾌﾞﾛｯｸ】 中央本町地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-34 / 3-5歳：-28 

 【10 ﾌﾞﾛｯｸ】 竹の塚地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：7 / 3-5歳：3 

 

 【11 ﾌﾞﾛｯｸ】 伊興・西新井地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：7 / 3-5歳：-26 

  【12 ﾌﾞﾛｯｸ】 鹿浜地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-8 / 3-5歳：0 

 

・人口急伸により保育需要が大幅に増加中 

・今後も千住大橋の更なる需要の伸びや千住一丁目

再開発計画の影響に注視が必要 

・新田一丁目に 319戸のマンション建設中 

⇒小規模保育を併設予定 

・江北地域は沿線開発が進み保育需要増 

・小台地域は大規模なマンション開発があったため、 

今後の需要増に注視が必要 ・ 沿線開発で 0～2歳人口が 

増加 

・ 扇一丁目に 161戸の 

マンション建設中 

・ 隣接する小台一丁目に 

169戸のマンション完成 

・慢性的に保育定員が不足している 

・3ブロックや 5ブロックの施設 

利用者が多いため、ブロック内に

施設整備が必要 

・ＴＸ沿線の再開発区域の活用が進むこと 

から、今後、人口や需要の伸びが予想 

される 

・大規模開発の影響で 0～2歳の需要急増 

・H30.4までに北綾瀬駅周辺に 500戸以上、

中川四丁目に 191戸のマンション計画が 

あるため、重点的な施設整備が必要 

・加平二丁目に 113戸のマンション

計画あり 
・需要の本格化に対応するため H30

に認可保育所１園を整備する予定 

・六町地域からの需要流れ込みが 

大きいため、同地域の施設整備

で対応 

・0～2歳の需要増あり 

・西保木間二丁目に 

138戸のマンション完成 

⇒今後の需要増に注視が

必要 

・ＵＲ西新井団地の建替え余剰地

のマンション・戸建開発に対応

するため、認可保育所 1所を 

整備予定 ・フルタイム待機は解消済み 
・隣接地域からの需要の流れ込みが多いため、

隣接地域での施設整備で対応 

 【９ﾌﾞﾛｯｸ】 花畑・保木間地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-3 / 3-5歳：51 

 

 【13 ﾌﾞﾛｯｸ】 舎人・東伊興地域 

H30.4定員の過不足見込み 

0-2歳：-13 / 3-5歳：-17 

 ・今後、沿線開発により需要増が見込まれる 

・ブロック外からの需要流入が多い 

・ＴＸ沿線開発により、人口増加 

見込みのため施設整備が必要 

■施設整備方針 
（1）フルタイム就労世帯及び、パートタイム就労世帯の待機児童を解消する。 

（2）大規模開発や沿線開発が進んでいる地域では、保育需要が集中することから、居住地域内では需要を吸収しきれず、

隣接地域に需要が分散する傾向がある。こうした需要の分散化を改善するため、保育需要が集中する地域に保育施設を

整備する。 

（3）保護者の多様な保育ニーズに応えるため、各地域における待機児童世帯の就労状況等の傾向や既存保育施設の配置状

況等を踏まえ、需要の実態に合わせた保育施設等をバランスよく設置する。 

（4）平成 28年度から平成 30 年度までの 3年間で 1607 人分の定員整備を確実に行い、平成 30 年 4月の待機児童ゼロを達

成するとともに、平成 30年度以降も待機児童ゼロを継続するための定員整備を行う。 

 

 【ブロック未定】 
平成２８年１０月の需要状況 

を踏まえて整備地域を決定 

 

◆定員の過不足見込み（平成30年4月時点）

年齢
H28.4
定員

Ｈ30.4
需数

H30.4
不足

0-2歳 780 842 -62 
3-5歳 869 869 0

0-2歳 500 535 -35 
3-5歳 700 667 33

0-2歳 375 393 -18 
3-5歳 500 475 25

0-2歳 554 559 -5 
3-5歳 590 603 -13 

0-2歳 496 530 -34 
3-5歳 529 557 -28 

0-2歳 809 901 -92 
3-5歳 902 872 30

0-2歳 306 320 -14 
3-5歳 425 405 20

0-2歳 374 405 -31 
3-5歳 409 421 -12 

0-2歳 238 241 -3 
3-5歳 439 388 51

0-2歳 491 484 7
3-5歳 573 570 3

0-2歳 380 373 7
3-5歳 342 368 -26 

0-2歳 271 279 -8 
3-5歳 400 400 0

0-2歳 348 361 -13 
3-5歳 394 411 -17 
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　平成28年4月現在から、何ら定員整備を行わなかった場合、各ブロッ
クにおいて平成30年4月時点の需要に対する定員の過不足の状況は
下表のようになる見込みです。（マイナスは定員の不足を表します）。


